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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前内閣官房参与　峰崎直樹
猛暑の夏、国会は休会中だが国会改革も急務に
　久方ぶりに上京し、霞が関界隈から永田町近辺に出向いた。夕刻、一点にわかに掻き曇り、猛烈な雨が降り始め、雷と共にサラリーマンを激しく襲ってきた。聞きしに勝る「ゲリラ豪雨」を体感し、そのすさまじさに恐れ入った次第である。どうやら、ヒートアイランド現象と高層ビルの乱立により、積乱雲の発生が頻繁に起きて、豪雨を降らせているとのことだ。他方で、利根川水系をはじめとするダムの貯水量は減少しているようで、雨の降り方もなかなかままならない動きではある。
　さて、国会は休会に入っているのだが、国会改革について自民・公明両党を中心に動きが出ていることに注目したい。もともと国会改革は、日本維新の会が提案し、自民、公明両党が応じる形で今月7日から3党が協議を始めている。「決められない政治」をどう解決していけるのか、に端を発しているのだが、問題の根源と範囲は、憲法問題にも波及するほど大きくかつ深い。しかも、そのことの改革は、日本の政治だけでなく国際社会での日本の立ち位置にまで連なると見るべきだ。筆者は、それほど重要な課題であると認識している。
予算委員会へ総理・閣僚の出席時間削減だけでない改革課題
２４日付の朝日新聞によれば、自民党が23日国会改革を検討する「新しい国会のあり方小委員会」を党本部で開いて議論を始め、予算委員会での閣僚出席を減らし、副大臣・政務官が代わって答弁することや、予算委員会の審議時間の上限を設定することなどを検討し、来年の通常国会から実施したい考えのようだ。背景には、先の通常国会で安倍晋三首相の予算委員会への出席時間数が180時間程度に及び、国会での拘束時間が長いことへの首相や閣僚の不満があるようだ。
　もっとも民主党政権時代にも、野田総理の国会への拘束日数が1年間で130日間にも及んでおり、国際会議への出席も飛行機の中で宿泊せざるを得ないほどの過密日程を余儀なくされており、政権与党を経験した者にとって、国会への拘束が何とかならないものか、という不満の声が、本音ベースでいえば与野党を問わず根強くあるはずである。
55年体制時代から大きく転換へ、政治のガバナンスの大改革を
　問題は、こうした閣僚の国会拘束時間の長さといった問題だけでなく、今の国会の制度の多くが55年体制時に作られたもので、今日のようにグローバル化が進展し、国際的な課題が山積していることや、何よりも政権交代を目指して相争う政党間の競争が存在する時代には、旧態依然とした仕組みや慣習の改革が強く求められている。ところが、自分たちの問題となると、なかなか国会改革が進められないままに今日に至っているのだ。
もちろん、小生などがかねてより問題視してきた「衆参ねじれ」問題を解消するための両院協議会の改革などもそこに含まれよう。与党になった時に直面した「衆参ねじれ」の厳しさには、福田内閣、麻生内閣の時代から政権交代後の民主党内閣の時代にも痛感したはずであり、今回の参議院選挙でねじれが解消したとしても、何時また再び捻じれが起こるとも限らないのであり、今こそその解決に向けて真剣に努力して欲しい。現行憲法の二院制の欠陥である強すぎる参議院を、直ちに憲法改正によって解決できない今、唯一法律改正を通じてできる両院協議会の改革をどう進めていけるのか、特に捻じれを経験した自民・公明両党と民主党は真剣に論議をし、建設的な改革案を提示して欲しいものだ。
野中尚人『さらばガラパゴス政治』（日本経済新聞社刊）をすべての政治関係者に読んでほしい
そのような統治機構の抱える問題を厳しく指摘するとともに、その改革案を提示された著作が話題を呼んでいる。それは学習院大学の野中尚人教授の書かれた新著『さらばガラパゴス政治』（日本経済新聞出版社2013年4月刊）である。野中教授はフランス政治の専門家なのだが、フランスだけでなくドイツやイギリス政治の現実を踏まえられながら、日本の政治の在り方がいかに国際的なレベルから遅れたものになっているのかを大変わかりやすく解説されている。政治家はもちろん、政治の在り方に大きな関心を持ってほしい有権者に、是が非でも読んでほしい好著である。
野中教授が強く指摘されている問題点として印象に残っているのは、先進国に比較して日本の国会の在り方が極めて独特の物であり、時代遅れになって今の政治を非効率なものにしてしまっていること。にもかかわらず、国会改革を進めようとしていないことに対する批判を全面展開されている。先にも触れたように55年体制の下では、自由民主党が政権政党で社会党は野党として政権政党をチェックする役割に甘んじていた。そういう中で、国会の運営が与野党の合意によって進められることとされ、野党側からすれば政府・与党の提案してくる法案を、いかに成立を阻止するか、と言うことに全力を挙げ場合によっては審議拒否といった戦術さえ駆使してきた。
冷戦終焉、グローバル競争、少子高齢社会、政権交代時代という新しい環境に、政治のガバナンスは対応できていない
そうした振る舞いを許すような国会の在り方こそが、世界的に見て極めて異例なもので、ガラパゴスと言われるゆえんになっている。55年体制の時代から日本の政治を取り巻く情勢は、大きく転換し始めてきた。冷戦の終焉、グローバル化の進展、少子高齢社会への突入、デフレ経済の蔓延、財政赤字の累積などなど、かつての高度成長時代とは大きく転換し、政治の果たす役割も重要になってきており、何よりもスピードが求められている。にもかかわらず、政治の方は、国会の在り方を見ても大きく転換できていないことを厳しく論難される。その認識について、過去20年近い国政の現場を体験した者にとって、耳の痛いことではあるがその通りだと納得せざるを得ない。
中選挙区制に舞い戻ることは絶対にやってはいけない
もちろん、その点で何もしてこなかったわけではない。特に、1994年の選挙制度改革によって、中選挙区制から小選挙区比例代表併用制への転換の効果は間違いなくで出来ており、それが政権交代の実現となって目の前に歴史的事実として示されている。今、もう一度中選挙区へ戻すべきでは、と言う声が政治家の中からだけでなく一定の識者の中からも出始めていることに、野中教授は厳しく警告を鳴らしている。この書の中でも、中選挙区に戻すことは最悪の選択であることを明確に指摘されている。中選挙区に戻そうとするのは、政治家が楽をして政治家を続けられることを願うからだ、とまで喝破されている。
内閣提出法案が、国会に提出後、内閣側はアンタッチャブルに
今の国会の在り方について最大の問題の一つは、内閣が提案する法案が一度国会に提出されてしまうと、以降は国会の中で処理されていくのだが、政府側には一切の権限が無くなってしまう。それでは、政権与党側に自分たちの内閣が提案した法案を通していくための強い結束と制度的な担保があるのか、と言うとそれも不十分で、どうしても法案を通そうとすると強行採決となって世論の反発を買い、結果として国会運営に支障をきたしてしまってきた。このような在り方は、まことに異常なものなのだが、55年体制の下での国会運営に慣れている者にとって、異常さが認識されてこなかったし、おそらく今でも野党側にはその在り方を変えなければ、という問題意識は乏しい。
民主党は55年体制から本当に脱却できるのか
先述した、総理や大臣の国会への出席時間を少なくしなければ、と言う自民党の考え方に対する民主党大畠幹事長の記者会見での意見は、「首相の出席機会を単に減らす形で質疑が空虚になっても困る。内容を精査したい」というもので、自分たちが与党時代にいかに国会と言うところに拘束されたことが、総理や大臣にとって大きな障害になっていた事実に触れることはない。かろうじて「内容を精査したい」と言う言葉の中に、そのような自分たちの経験を踏まえて検討することの余地も残しているのかもしれない。是非とも再び、55年体制の時代に後戻りしないようにしなければならないのだ。
自民・公明両党もガラパゴス政治からの脱却を目指すのか
この著書では、内閣の在り方や政官関係など、まだまだ多くの貴重な問題提起がなされ、それに対する改革案も提起されている。是非ともそれらの全体的な問題提起は、先ずはこの本を読んで理解してほしい。そして国会は、これらの問題を正面から取り上げ、与野党問わず、国会を始めとする日本政治のガバナンスの改革に向けて検討を開始すべきである。その改革を前に進めようとするのか、それとも旧態依然としたガラパゴスと揶揄されるような体たらくに甘んじて、日本の国力の衰退を招いてしまうのか、今真剣に問われているように思われる。その為の調査会などを立法府にも設置し、諸外国での最新の動きなどをしっかりと調査し、ガラパゴスから現代に舞い戻るべく全力を挙げて欲しい。何よりも改革しなければならない問題は、まことに多面的に広がっており、一つ二つの課題をつまみ食いすればそれで終わり、と言うような生易しいものではないのだ。
消費増税の有識者ヒアリング開始へ、「大山鳴動ネズミ一匹」か
いよいよ今日から、消費税の引き上げ問題に対する有識者の方たちのヒアリングが開始される。安倍総理の消費税の引き上げに対する慎重な姿勢には、過去の増税へのトラウマを引きずっている点にあることを理解はしうるのだが、本気で増税の時期を延ばしたり、引き上げの方法を変更したりすることを考えているとすれば、秋の臨時国会では大問題になって総理の得意とする外交日程にまで支障が及んでくる。そのことまで考えて増税の変更を考えておられるのかどうか、まことに疑問である。恐らく「ポーズだけ」に終わるのではないかと想像するのだが、なにせこれから1週間近く時間を割いて、消費増税に対する各界各層の識者約60名の意見を聞くという、一大セレモニーによって何が飛び出してくるのか、「大山鳴動してネズミ一匹」と言うことなのだろうか。
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